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地方議会による損害賠償請求権を放棄する議決の 
有効性に関する司法判断の枠組み
神戸大学大学院法学研究科博士後期課程
東　原　良　樹
　本稿は、平成29年８月19日の岡山行政法実務研究会における報告内容及び提出資料をもとにリラ
イトし原稿化したものである。なお、私見表明の部分については、個人の意見である。
１　はじめに
　地方自治法242条の２第１項４号の住民訴訟によって、地方公共団体の行った公金支出が違法な	
財務会計行為であったとして、長等の賠償責任が認められた場合に、地方公共団体の議会（以下、
「地方議会」と略す。）が、議決事項を列挙する地方自治法96条１項10号における「権利を放棄するこ
と」を根拠に、長に対する損害賠償請求権1を放棄する議決を行い、当該賠償責任を免れるという事
態が生じている2。住民訴訟の対象とする当該請求権放棄を地方議会が議決できるか、学説、下級審
において、判断が分かれ対立が生じていた。
　平成24年４月20日、最高裁判所第二小法廷において、外郭団体に対する派遣職員人件費を補助金
で支給したことの適法性をめぐって争われた「神戸市事件」3、非常勤職員に給与条例に基づかない
退職慰労金の適法性をめぐって争われた「大東市事件」4、４月23日には、旧氏家町の浄水場設置に
ついて土地購入代金が高額であることが争われた、「さくら市事件」5について、放棄議決の有効性に
係る判断枠組みが示された。
　しかしながら、この判断枠組みでは、各事案への当てはめにおいて、多様な結論が導出されるこ
とも否定できず、予測可能性の観点からは、審査基準としての明確性の欠如を指摘する学説もある6。
1	 第三者に対する不当利得返還請求権を放棄議決する場合もある。例えば、さくら市事件では、一審にて第三者に対
する不当利得返還請求の義務付け請求は棄却されており、もっぱら争点は損害賠償請求権の放棄議決に絞られて	
いた。以下、一括して、「損害賠償請求権」あるいは「請求権」と略して表記する。
2	 塩野宏『行政法Ⅲ（第四版）』（有斐閣・2012年）219頁以下では、地方自治制度が憲法上要請している二元代表制
と、戦後新たにGHQのもとで導入された米国型納税者訴訟制度の混在という、「日本の地方自治法制におけるモ
ザイク現象の興味深い一例」と表現し、在来（議決による権利放棄）と外来（住民訴訟）の二つは、明確な制度的
連結のないままに併存している、と指摘する。
3	 最二小平成24年４月20日判決・民集66巻６号2583頁。
4	 最二小平成24年４月20日判決・判例時報2168号45頁。
5	 最二小平成24年４月23日判決・民集66巻６号2789頁。
6	 飯島淳子「議会の議決権限からみた地方自治の現状」論ジュリ３号（2012年）133頁参照。
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また、最高裁が審査基準を定立した以上は、今後は具体的な適用のあり方の検討が重要との指摘も
ある7。
２　事案の概要
　普通地方公共団体の長等に対する損害賠償請求を求める地方自治法242条の２第１項４号所定の
住民訴訟が提起され、一審において、住民の請求を一部認容する判決が言い渡された後、控訴審の
口頭弁論が終結する前に、当該請求に係る債権を放棄する旨の条例の制定（⑴神戸市の事案）ない
し請求権放棄議決（⑵大阪府大東市及び⑶栃木県さくら市（旧氏家町）の各事案）がされたことか
ら、その有効性が争点となった事案である（以下、このような議会における条例の制定及び議決を
併せて「放棄議決」という。
⑴　神戸市事件8
　神戸市事件は、住民らが、市がその職員を派遣していた公益的法人等に対して派遣職員等の給与
相当額を含む補助金等を支出したことは、派遣職員の給与の支給方法等を定める「公益的法人等へ
の一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」9を潜脱するもので違法、無効であるとして、地方自治
法242条の２第１項４号に基づき、市の執行機関である市長を相手に、平成17年度及び平成18年度の
補助金等の支出当時の市長であったＡに対して上記補助金等のうち派遣職員等の給与相当額及びそ
の遅延損害金につき損害賠償請求をすることを求めるとともに、上記公益的法人等に対して上記派遣
職員等の給与相当額及びその遅延利息につき不当利得返還請求をすることを求めた住民訴訟である。
　控訴審（大阪高裁平成21年11月27日判決・民集66巻６号2738頁）では、市議会の議決は、市の執
行機関である市長が行った違法な財務会計行為を放置し、損害の回復を含めてその是正の機会を放
棄するに等しく、また、本件の住民訴訟を無に帰せしめるものであって、地方自治法に定める住民
7	 曽和俊文「住民訴訟と債権放棄議決―最判平成24・４・20の検討を中心として」民商法147巻４・５号（2013年）
393頁参照。
8	 神戸市事件の全体については、５つの訴訟から構成されている。平成16年度及び平成17年度にかかる支出についての訴
訟を「第１次訴訟」、平成17年度及び平成18年度にかかる支出についての訴訟を「第２次訴訟」、平成19年度及び平成
20年度にかかる支出についての訴訟を「第３次訴訟」、平成20年度及び平成21年度にかかる支出についての訴訟を「第
４次訴訟」とする。「第１次訴訟」については、大阪高判平成21年１月20日で市長に対して損害賠償が命じられ、公益
的団体に対しては不当利得返還請求が命じられたが、平成21年２月26日付けで市議会が職員派遣（請求権放棄）条例改
正案を可決・公布された。その後の最決平成21年12月10日（平成21年（行ヒ）141号）は上告棄却・上告不受理とした
（これは事実審の口頭弁論終結後、つまり、事実審の口頭弁論終結時以降の事実は判断の対象とならないとされたため
請求権放棄条例の効力が判断されなかった。）。そのため原告が「第１次訴訟」で確定した請求権の行使を怠っているこ
との違法確認を求めるものとしたなされたのが「第５次訴訟」である。すべて平成24年４月20日付で判決が下された
が、その中でも民集66巻６号2583頁に掲載されている「第２次訴訟」（平成22年（行ヒ）第102号）について取り上げる。
9	 平成18年法律第50号による改正前の法律名は「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」であ
る。以下、本稿においては、同法改正の前後を通じて「派遣法」と表記する。
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訴訟の制度を根底から否定するものといわざるを得ず、議決権の濫用に当たり、その効力を有しな
いと判示し、住民らの請求を一部認容した。
⑵　大東市事件
　大東市事件は、住民が、市が非常勤職員の退職の際に要綱に基づいて退職慰労金を支給している
ことは給与条例主義を定めた地方自治法204条の２等の規定に違反し違法であるとして、市の執行	
機関である市長を相手に、同法242条の２第１項４号に基づき、平成19年４月及び同年８月に市が非
常勤職員に対して支出した退職慰労金相当額及びその遅延損害金につき、その支出当時における市
長であったＢに対する損害賠償請求及び担当職員であったＣらに対する賠償命令をすることを求め
るなどした住民訴訟である。
　控訴審（大阪高裁平成21年３月26日判決・公刊物未登載）は、退職慰労金の支給の違法を原因と
する損害賠償請求権の放棄について、法律、政令又は条例に何ら特別の定めは存しないから、その
放棄の可否は、住民の代表である議会が、その発生原因、放棄による影響、効果等を総合考慮して
行う合理的判断に委ねられており、市議会の議決は適法である旨判示し、住民の請求を棄却した。
⑶　さくら市事件
　さくら市事件は、栃木県旧氏家町が浄水場用地として土地を購入したことについて、同土地を取
得する必要性はなくその代金額も適正価格よりも著しく高額であるのに当該土地の売買契約を締結
したことが違法であるとして、旧氏家町と旧喜連川町との合併により設置されたさくら市の住民	
が、地方自治法242条の２第１項４号に基づき、市の執行機関である市長を相手に、上記売買契約の
締結当時の町長であったＡに対し損害賠償請求をすること等を求めた住民訴訟である。
　控訴審（東京高裁平成21年12月24日判決・民集66巻６号2890頁）は、地方議会が、裁判所が存在
すると認定判断した損害賠償請求権について、これが存在しないとの立場から、裁判所の認定判断
を覆し、あるいは裁判所においてそのような判断がされるのを阻止するために当該請求権の放棄議
決をすることは、損害賠償請求権の存否について、議会の判断を裁判所の判断に優先させようとす
るものであって、三権分立の趣旨に反するというべきであり、議会に与えられた裁量権の範囲を逸
脱し又はこれを濫用するから、市議会の議決は違法、無効であると判示し、住民の損害賠償請求を
認容した。
３　判決要旨
⑴　神戸市事件：破棄自判（原告請求棄却）
⑵　大東市事件：破棄差戻し
⑶　さくら市事件：破棄差戻し
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【放棄議決の有効性に係る判断枠組み（考慮要素）】
　地方自治法96条１項10号について、「議会議決を経た上でその長が債権の放棄をする場合における
その放棄の実体的要件については、同法その他の法令においてこれを制限する規定は存しない。」
　「債権の放棄をするに当たって、その議会の議及び長の執行行為（条例による場合は、その公布）
という手続的要件を満たしている限り、その適否の実体的判断については、住民による直接の選挙
を通じて選出された議員により構成される普通地方公共団体の議機関である議会の裁量権に基本的
に委ねられている」。
　「普通地方公共団体の執行機関又は職員による公金の支出等の財務会計行為又は怠る事実に係る
違法事由の有無及びその是正の要否等につき住民の関与する裁判手続による審査等を目的として住
民訴訟制度が設けられているところ、住民訴訟の対象とされている損害賠償請求権又は不当利得返
還請求権を放棄する旨の議決がされた場合についてみると、このような請求権が認められる場合は
様々であり、個々の事案ごとに、当該請求権の発生原因である財務会計行為等の性質、内容、原因、
経緯及び影響、当該議決の趣旨及び経緯、当該請求権の放棄又は行使の影響、住民訴訟の係属の有
無及び経緯、事後の状況その他の諸般の事情を総合考慮して、これを放棄することが普通地方公共
団体の民主的かつ実効的な行政運営の確保を旨とする同法の趣旨等に照らして不合理であって上記
の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たると認められるときは、その議は違法となり、当該放棄
は無効となるものと解するのが相当である。そして、当該公金の支出等の財務会計行為等の性質、
内容等については、その違法事由の性格当該職員又は当該支出等を受けた者の帰責性等が考慮の対
象とされる」。
【各事案への当てはめ】
　判断枠組み（各考慮要素）に基づき、各事件への具体的なあてはめを確認していくが、⑵大東市
事件については、「退職慰労金の支給に係る違法事由の有無及び性格やＡらの故意又は過失等の帰	
責性の有無及び程度を始め、本件退職慰労金の支給の性質、内容、原因、経緯及び影響、本件議決
の趣旨及び経緯、当該請求権の放棄又は行使の影響、本件訴訟の経緯、事後の状況などの考慮され
るべき事情について何ら検討をしていない」として、審理を原審に差し戻しているため、⑴神戸市
事件と⑶さくら市事件を確認する。
【考慮要素：財務会計行為等の性質、内容】
⑴　神戸市事件
　「その支出の当時これが派遣法の規定又はその趣旨に違反するものであるとの認識に容易に至る
ことができる状況にはなかったというべきであって、市からその交付を受けて本件派遣職員等の給
与等の人件費に充てた本件各団体の側に帰責性があるとは考え難い」。
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⑶　さくら市事件
　「違法事由は専ら代金額が高額に過ぎた点にあるところ、町長は、用地取得の早急な実現に向けて
努力すべき立場にあり、売買契約の代金額が売主との交渉によって決まるものである以上、その交
渉の期間や内容等について相応の裁量も有して」おり、仮に「本件土地の取得を断念するならば、
用地取得の予定時期を既に数年過ぎて遅れていた浄水施設の設置…の実現が更に遅れることにな
り、町及びその住民全体の利益に反する結果となる状況にあった」。
【考慮要素：財務会計行為等の原因、経緯】
⑴　神戸市事件
　当該補助金の「違法事由は、派遣職員等の給与等に充てられる公金の支出の適否に関する派遣法
の解釈に係るものであ」り、「不法な利得を図るなどの目的によるものではなく、派遣職員等の給与
等の支給方法について市の側が補助金等の支出という方法を選択したことによるものであって、本
件各団体がその支給方法の選択に自ら関与したなどの事情もうかがわれない」。
⑶　さくら市事件
　当時の町長が、本件土地の売却価格と「適正価格との差額から不法な利益を得て私利を図る目的
があったなどの事情は証拠上うかがわれ」ない。
【考慮要素：財務会計行為等の影響】
⑴　神戸市事件
　「本件補助金等は、派遣職員等の給与等の人件費という必要経費に充てられており、これらの派遣
職員等によって補強、拡充された本件各団体の活動を通じて医療、福祉、文化、産業振興、防災対
策、住宅供給、都市環境整備、高齢者失業対策等の各種サービスの提供という形で住民に相応の利
益が還元されているものと解され、本件各団体が不法な利益を得たものということはできない」。
⑶　さくら市事件
　「町議会の議決を得た３億円という用地購入費の予算の枠を5,000万円下回るものであったのであ
り、本件売買により浄水場用地が確保され、浄水施設の設置など水道事業を拡充する本件拡張計画
の早期の実現が図られることによって、町ないし市及びその住民全体に相応の利益が及んでいるも
のということもでき、参加人Ａ（当時の町長）が本件売買によって不法な利益を得たなどの事情は
証拠上うかがわれ」ない。
【考慮要素：議決の趣旨、経緯】
⑴　神戸市事件
　「本件附則を含む本件改正条例全体の趣旨は、派遣職員の給与については、市が派遣先団体に支出
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する補助金等をこれに充てる方法を採らずに、派遣法６条２項を根拠に定める条例の規定に基づき
市が派遣職員に直接支給する方法を採ることを明らかにしたものであり、前者の方法を違法とした
第１審判決の判断を尊重し」たものであり、また、「既に本件派遣職員等の給与等の人件費に充てら
れた本件補助金等を直ちに返還することを余儀なくされるとすれば、本件各団体の財政運営に支障
が生じ得る」。
⑶　さくら市事件
　当時の町長にとって「本件土地の取得は緊急を要しており水道の事業計画の推進のために水道事
業の管理者として必然的な選択であったこと等が放棄の理由として記載されており、同議案に賛成
した議員らの発言の中でも、浄水場の建設は緊急を要しており浄水場用地として本件土地を取得す
る必要性は高く地元住民の要望も強かったことが重視され、…不法な利益を得たわけではない」こ
とから、「本件議決について、…直ちに本件訴訟の第１審判決の法的判断を否定する趣旨のものと断
ずることは相当ではない」。
【考慮要素：当該請求権の放棄又は行使の影響】
⑴　神戸市事件
　「放棄によって市の財政に及ぶ影響は限定的なものにとどま」り、また、「既に本件派遣職員等の
給与等の人件費に充てられた本件補助金等につき上記請求権の行使により直ちにその返還の徴求が
された場合、実際に本件各団体の財政運営に支障を来して上記の各種サービスの十分な提供が困難
になるなどの市における不利益が生ずるおそれがあ」る。
⑶　さくら市事件
　「浄水場用地の取得は、町の水道事業に係る公益的な政策目的に沿って町の執行機関である長が本
来の責務として行う職務の遂行であ」り、「本件売買の代金額は町議会の議決を得た用地購入費の予
算の枠を下回るものであったところ、このような職務の遂行の過程における行為に関し、上記請求
権の行使により直ちに１億数千万円の賠償責任の徴求がされた場合、執行機関の個人責任として著
しく重い負担を負うことになり、以後、執行機関において、職務の遂行に伴い個人の資力を超える
高額の賠償の負担を負う危険を踏まえ、…職務の遂行に萎縮的な影響を及ぼす」。
【考慮要素：住民訴訟の係属の有無及び経緯】
⑴　神戸市事件
　「本件訴訟の係属中に、上告人の第１審での一部敗訴を経て原審の判決の言渡期日の直前に本件	
改正条例案が可決され」ているが、「住民訴訟の経緯や当該議決の趣旨及び経緯等を含む諸般の事情
を総合考慮する上記の判断枠組みの下で、裁判所がその審査及び判断を行うのであるから、上記請
求権の放棄を内容とする上記議決をもって、住民訴訟制度を根底から否定するものであるというこ
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とはできず、住民訴訟制度の趣旨を没却する濫用的なものに当たるということはできない」。
⑶　さくら市事件
　「本件訴訟の係属中に、上告人の第１審での敗訴を経て原審の判決言渡期日の直前に本件議案が	
可決されて」いるが、「住民訴訟の経緯や当該議決の趣旨及び経緯を含めた諸般の事情を総合考慮す
る上記の判断枠組みの下で、裁判所がその審査及び判断を行うのであるから、第１審判決の認容に
係る上記請求権の放棄を内容とする本件議決をもって、議会の判断を裁判所の判断に優先させるも
ので三権分立の趣旨に反するものということはできず、住民訴訟制度の趣旨を没却する濫用的なも
のに当たるということはできない」。
【考慮要素：事後の状況その他諸般の事情】
⑴　神戸市事件
　「本件訴訟等を契機に条例の改正が行われ、以後、市の派遣先団体等において市の補助金等を派遣
職員等の給与等の人件費に充てることがなくなるという是正措置が既に採られている」。
【個別意見等】
　⑴神戸市事件判決及び⑵大東市事件判決においては、千葉勝美裁判官の補足意見があり、⑶さく
ら市事件判決では、古田佑紀裁判官、竹内行夫裁判官、千葉勝美裁判官の各補足意見、須藤正彦裁
判官の意見がある。なお、千葉勝美裁判官の補足意見については、⑴、⑵及び⑶前半は共通10であ
り、また、⑶の須藤正彦裁判官の意見については、多数意見が示した判断枠組み及び本件を原審に
差戻すという結論についてその限りで同調するが、差戻審の審理の結果において別異に解すべき特
段の事情が現れない限り、本件議決は、裁量権を逸脱・濫用する旨が述べられている。
４　解説
⑴　平成24年最高裁判決以前の下級審の状況について
　放棄議決を有効とする下級審については、仙台高判平成３年１月10日（傍論判示で有効）、東京高
10	 千葉勝美裁判官補足意見の共通部分を要約すると次のとおり。①複雑多様な財務会計行為が錯綜し、会計法規も
多岐にわたり、適法性の判断が容易でない場合も多く、長が自己又は職員のミスや法令解釈の誤りにより結果的に
膨大な個人責任を追及されるという結果も多く生じており個人責任を負わせることが、柔軟な職務遂行を萎縮させ
る。②住民訴訟における長の責任については、国家賠償法の責任体系とは異なり、個人責任を負う範囲を狭めて
いない点が制度の特質であるが、国家賠償法に倣えば、長に個人責任を負わせる方法としては、損害賠償を負う場
合やその範囲を限定する方法もあり得る。③議会による放棄は、過大な責任が追及されることを踏まえた議会な
りの対処の仕方であり、例えば、損害全額について個人責任を負わせる場合を個人的な利得のために違法行為をし
た場合等に限り、それ以外は、裁判所が違法宣言をし、懲戒処分等をすることを義務付ける等の方法も考えられ
る。④放棄議決が、住民訴訟制度における財務会計行為の適否等の審査を回避し、制度の機能を否定する目的で
されたと認められるような例外的な場合には、住民訴訟制度の趣旨を没却する。
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判平成12年12月26日、新潟地判平成15年７月17日、東京高判平成18年７月20日、東京高判平成19年
３月28日、大阪高判平成21年３月26日（最高裁判決のうち⑵大東市事件控訴審）、大阪高判平成22年
８月27日（神戸市事件（第３次訴訟）控訴審）、大阪高判平成23年３月15日（神戸市事件（第５次訴
訟）控訴審）などである。
　一方、放棄議決を無効とする下級審として、千葉地判平成12年８月31日、大阪高判平成21年11月
27日（最高裁判決のうち⑴神戸市事件（第２次訴訟）控訴審）、東京高判平成21年12月24日（最高裁
判決のうち⑶さくら市事件控訴審）、大阪高判平成23年９月16日（神戸市事件（第４次訴訟）控訴
審）などである。
　なお、第29次地方制度調査会「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申（平
成21年６月16日）」において、「４号請求で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請
求権を当該訴訟の係属中に放棄することは、住民に対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟制度の趣
旨を損なうことになりかね」ず、「４号請求の係属中は、当該訴訟で紛争の対象となっている損害賠
償又は不当利得返還の請求権の放棄を制限するような措置を講じるべき」とされたため、無効とす
る下級審が増えたようにも思われるが、必ずしも定かではない。
⑵　請求権放棄議決に関する学説の整理
　次に学説についてであるが、津田和之「住民訴訟と議会の債権放棄」自研85巻９号（2009年）91
頁及び阿部泰隆「地方議会による地方公共団体の権利放棄議決再論―学説の検討と立法提案」自研
85巻11号３頁を参考に整理した上で若干加筆をしている。
　まずは、請求権放棄議決を無効とする考え方である。訴訟係属中における放棄議決は、住民訴訟
制度の趣旨に反するという「制度趣旨違反説」11，12，13，14がある。議会が、住民訴訟によって設けられ
た間接民主制に対するセーフティネット（直接民主制）を破る議決を行うことは、この議決によっ
て、公金支出の違法性が是正されるわけではないことに鑑みると、住民訴訟制度の存在意義を無に
し、確定判決によって義務を課された長が、債権放棄の提案を議会にすることは基本的には制度趣
旨に反することになり、おのずと地方自治法96条１項10号は住民訴訟に関する請求権放棄特有の内
在的制約があると考える。
　次に、地方自治法96条１項10号の放棄議決について同法232条の２の補助金の規定を類推適用し
て、「公益上必要がある場合」という要件を満たす必要があるとする「公益違反説」15，16がある。す
11	 安本典夫「住民訴訟・新４号請求の構造と解釈」立命館法学2003年６月号（2003年）398頁以下参照。
12	 碓井光明「住民訴訟と自治体財務（改訂版）」（学陽書房・2002年）187頁参照。
13	 齋藤誠「現代地方自治の法的基層」（有斐閣・2012年）472頁参照。
14	 兼子仁「住民訴訟請求権の放棄議決をめぐる法制問題―最高裁2012年４月新判例の研究を主として」自治総研	
406号（2012年）50頁以下参照。
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なわち、そもそも債権放棄は、財産権その他の財産上の価値を減少させるものであり、その債権放
棄により利益を受ける相手方が存在することを考えると、実質的に補助金と同じ効果を有するから、
公益上の必要性を要求する考え方である。
　続いて、財務執行は、首長と議会は、善管注意義務もしくは誠実処理義務を負っており、議会に
よる債権放棄はその範囲内でしか有効には行うことができないとする「善管注意義務違反説」17，18，19
がある。請求権の免除については、特に積極的に免除が公益に資するとされ善管注意義務もしくは
財務上の誠実処理義務に反しないもの以外は、違法とする。
　「準予算説」20では、地方自治法96条１項10号「権利の放棄」について、規定の沿革に着目し、権
利放棄とは、純粋に適法な行政活動から発生した財産（債権）たる権利の放棄（いわば真正権利放
棄）を想定しており、違法な財務会計行為に基づき発生する損害賠償請求権の放棄のようにあらゆ
る財務会計行為を包括し住民訴訟等を含めたその違法是正プロセスによって発生した損害賠償請求
権の放棄（いわば不真正権利放棄）までを含むものではないと考える。すなわち、10号に係る権利
放棄は、純粋に地方公共団体の財政負担に関わる行為として、歳入歳出予算における補助金支出、
財産の取得 ･売却、債務負担行為等の予算に準ずる財務会計行為の１つとして民主的統制を加えた
ものとする。
　また、放棄議決について長等に対する損害賠償請求権と相手方に対する不当利得返還請求権を同
列に扱うべきではないとし、前者の場合よりも後者の場合の方がより厳格に解すべきとする見解21
がある。この理由としては、前者の成立には主観的要素（故意・過失）が要件であるものの、後者
の場合は主観的要素は成立要件ではなく、違法な財務会計行為に基づく相手方に対する利得をその
まま放棄することは難しいことを指摘する。
　他方、放棄議決を有効とする学説であるが、地方自治法96条１項10号は、長に対する損害賠償請求
権について法令又は条例に何ら特別の定めはないから、議会において適法な議事手続に従って議決さ
れていれば、損害賠償請求権は消滅したものとみる「政治的統制優先説」22があり、また、同項10号
15	 山本隆司「特殊問題―住民訴訟」南博方＝高橋滋『条解 行政事件訴訟法（第３版補正版）』（弘文堂・2009年）
173頁参照。
16	 吉村浩一郎「住民訴訟の対象とされている損害賠償請求権を放棄する旨の議決の適法性」ジュリ1444号（2012年）
９頁参照。
17	 阿部泰隆「地方議会による賠償請求権の放棄の効力」判時1955号（2007年）３頁参照。
18	 阿部泰隆「地方議会による地方公共団体の賠償請求権の放棄は首長のウルトラＣか（上）（下）」自研85巻８号（2009
年）３頁、９号（2009年）３頁参照。
19	 高田倫子「議会による長の損害賠償請求義務の免除」阪法58巻１号（2008年）219頁以下参照。
20	 廣田達人「住民訴訟と議会による損害賠償請求権の放棄」会計と監査63巻９号（2012年）46頁参照。
21	 日本弁護士連合会行政訴訟センター編『実例解説　行政関係事件訴訟（最新重要行政関係事件実務研究３）』（青林
書院・2014年）169頁参照［奥島直道執筆］。
22	 木村琢磨「財政法の基礎理論の覚書―住民訴訟と権利放棄議決の関係を含めて」自研86巻５号（2010年）54頁参照。
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は、住民訴訟における損害賠償請求権放棄に関しても、住民代表たる議会の裁量権を前提にするが、
その議決につき裁量権の逸脱・濫用を招く場合にのみ例外的に違法とする「裁量権説」23がある。
⑶　平成24年最高裁判決の判断枠組みの構造とその評価
　本判決の請求権放棄議決の適法性要件に関する判断枠組みを構造化すると、次のとおりとなる。
●原則的に、請求権放棄についても議決に広範な裁量権が存在する。その理由として、
　　①地方自治法 96 条１項10号の「権利を放棄すること」に何らの制限的法令が存在しない。
　　②地方議会による議決という「民主的正統性」24。
●例外的に、当該議決が裁量権の逸脱・濫用となる場合の７つの考慮要素を挙げ、これらを総合
　的に判断する25。
　①請求権の発生原因である財務会計行為等の性質、内容
　　　→この判断につきⅰ違法事由の性格、ⅱ当該職員又は当該支出等を受けた者の帰責性等
　　　　を考慮
　②請求権の発生原因である財務会計行為等の原因、経緯
　③請求権の発生原因である財務会計行為等の影響
　④議決の趣旨及び経緯
　⑤請求権の放棄又は行使の影響
　⑥住民訴訟の係属の有無及び経緯
　⑦事後の状況その他の諸般の事情
上記の①～⑦を総合考慮して、これを放棄することが、⑧普通地方公共団体の民主的かつ
実効的な行政運営の確保を旨とする地方自治法の趣旨等に照らして不合理である場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　議決の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たり、放棄議決は違法・無効である。
　このように、原則として放棄議決は有効であり、例外的に無効となるという総合考慮型の裁量権
説を採用し、下級審に対して違法・無効となる具体的な考慮要素を示すことにより審査基準が定立
された。考慮要素が示されたことで、地方議会による安易な請求権放棄議決に抑止的効果の可能性
ただし、議決の対象となる財務会計行為の準備段階の情報を含めて、議会に対する情報提供の正確さや適切さが重
要になるため、地方公共団体の執行機関が議会に対して一定の説明責任が果たされることが前提となると指摘する。
23	 蝉川千代「住民訴訟制度と地方議会の権限（上）」自研82巻５号（2008年）145頁参照。
24	 木村琢磨「判批」平成24年重判解ジュリ1453号（2012年）56頁参照。
25	 事案によっては、考慮要素のうちの一部について特に取り上げるべき事情が見当たらないケースが生じることもあ
る。上村孝由「判解」法時67巻８号（2015年）188頁参照。
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も指摘され26、若干敷衍すれば行政実務においても損害賠償請求権等を放棄する議案を上程する場
合にもより慎重さが求められることになろう。
　このような判断枠組みは、今まで統一的な審査基準がなかったことに比べると一定程度支持でき
る。すなわち、従前の形式論に終始した有効説の下級審によれば、放棄議決が有効であるとすると、
４号請求の前提が消滅することとなり、財務会計行為自体の違法性に関する実質的判断がなされな
いまま請求が棄却される構図だったが、この判断枠組みでは、財務会計行為自体の実質的判断と放
棄議決の有効性判断要素が連結されることとなった。
　しかしながら、考慮要素を単に示すのみでは司法審査密度を向上させるには至っておらず、各事
案への当てはめが不安定となる危険性を孕んでいる点は今後の課題であろう27。また、放棄議決が、
⑧「民主的かつ実効的な行政運営の確保」する趣旨を没却させ不合理ならば、裁量権の逸脱・濫用
となるとするが、これは地方自治法１条の目的規定からもたらされた一般的、抽象的な統制基準で
あり、これをどのように議決裁量の統制原理として機能させるかが未だ判然としない28。
　私見29としては、住民訴訟の対象とされた財務会計行為の審査と、放棄議決の審査とは本来別次
元のものであることを前提にすれば、前者が後者に包含され、前者が後者の一要素に格下げされる
のではないかという懸念をもつ。放棄議決が有効か否かを審査する際に、法が客観訴訟として特別
に訴権を認めていることに鑑みれば、財務会計行為の違法性自体にフォーカスした司法審査がなさ	
れ、当該部分の考慮要素にウェートが置かれるべきであろう30。
26	 岡田正則「判批」『地方自治判例百選（第４版）』（有斐閣・2013年）189頁では、「判断枠組の提示とその適用は、
下級審に審査の指針を与えるとともに、地方議会に対して司法審査の要点を意識させ、安易な放棄議決を抑止	
する効果を持つ」と指摘する。
27	 飯島・前掲注６、133頁では、「分節化された総合考慮は踏み込んだ判断をむしろ拒んで」おり、「いずれの結論に
も転びうる」もので、「裁判官の依って立つ立場によって、結論が異なりうることは、いかに『個々の事案ごと』
の判断が必要であるとはいえ、望ましいとは言えない」と指摘する。また、岡田正則「判批」『地方自治判例百選
（第４版）』（有斐閣・2013年）189頁では「どの要素をどの程度考慮するのかは個々の事案ごとに異なることにな
るので、ケース・バイ・ケースの判断になってしまう」と指摘する。
28	 斎藤・前掲注13、477頁では「『民主的かつ実効的な行政運営の確保を旨とする同法の趣旨に照らして』は、対立的
かつ多義的たりうる」ため、「具体的適用へのフィージビリティについて検証を要する」と指摘し、橋本博之「判
批」判時2187号（2013年）158頁では「民主的かつ実効的な行政運営の確保を旨とする同法（地方自治法）の趣旨
等に照らして不合理」か否かという「多義的・拡散的」な「抽象度の高い裁量統制規範」と指摘する。
29	 私見については、拙稿「判批（最判平成24・４・23）」岡法63巻３号（2014年）63頁に掲載している。
30	 塩野・前掲注２、220頁以下では、「権利放棄の有効性判断の要素として、住民訴訟を含む財務会計制度の適正な運
用が阻害されたか否かが重要な考慮要素となると解される。さらに住民訴訟制度により、内部的効果にとどまって
いた財務会計に関する規範が外部化したことにも照らした裁量判断の統制がなされるべき」と指摘する。また、曽
和・前掲注７、392頁も、「抽象的な判断基準によるのではなく、むしろ財務会計行為の適法性の確保・地方公共団
体の財産損失の防止という住民訴訟の制度趣旨との調和に軸足を置いたものとすべき」と指摘する。
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５　平成24年最高裁判決以後の下級審判断の動向
　その後の下級審は、最高裁の提示した判断枠組みに沿って考慮要素ごとの当てはめを試み判断を
下している31。この判断枠組みは不安定性を有することが指摘されていたが、それが顕著に現れた
檜原村事件を紹介したい。
　事案概要は次のとおりである。檜原村は、嘱託員Ａ（非常勤職員）に対し、嘱託員の雇用に関す
る内規に基づき賃金および諸手当を支給した（＝法律もしくは条例に拠ることなく手当相当額を支
給した32）。そのため、檜原村の住民であるＸら（原告、被控訴人）は、地方自治法242条の２第１
項４号本文の規定に基づき村長個人に対しＡに支給した賃金のうち相当な額を超える部分の損害賠
償をすべきことを求める住民訴訟（以下、「先行訴訟」という。）を提起した。先行訴訟の第一審（東
京地判平成19年４月27日判例集未搭載）は請求を棄却したが、第二審（東京高判平成20年12月24日
判例集未搭載）はＡに支給した手当は違法であるとして、村長個人に対して約756万円の損害賠償を
することを命じた。檜原村は上告するとともに、議会はその最高裁上告不受理決定前に、当該損害
賠償請求権を放棄する議決をした。
　そこでＸらは、住民監査請求を経たうえで、檜原村代表監査委員であるＹ（被告・控訴人）に対
して、①地方自治法242条の２第１項４号に基づき、前訴確定判決に係る村長個人への損害賠償請	
求訴訟を提起するよう求めるとともに、②３号に基づき、Ｙが檜原村を代表して損害賠償請求訴訟
を提起しないことは財産の管理を怠る事実に該当し違法であることの確認を求めた。
　第一審（東京地判平成25年１月23日33）では、「議決は違法…であり、本件債権の放棄は無効」と
したが、控訴審（東京高判平成25年８月８日34）では、「債権を放棄することは、…裁量権の範囲の
逸脱又はその濫用に当たるものとも認められないから、本件議決は適法かつ有効」とした35。その
理由文中において、以下のとおり各考慮要素における評価根拠事実を整理した。各考慮要素におけ
る抽出された事実によって、判断の方向性が異なることが確認できる。また、例えば、財務会計行
為の内容である手当相当額750万円支出という同じ事実を取り上げても、それぞれの法的評価により
31	 放棄議決を有効とした下級審は、東京高判平成25年５月30日（※さくら市事件差戻後控訴審）、東京高判平成25年
８月８日、大阪高裁平成26年４月10日（※損害賠償請求額の一部の放棄を有効とした）などがある。他方、無効と
した下級審については、東京地判平成25年１月23日、高松高判平成29年１月31日がある。
32	 後訴（東京地判平成25年１月23日、東京高判平成25年８月８日）における被告、控訴人においても、村長は平成15
年５月に就任したがそれまで地方行政の経験がないため、地方自治法の規定に関して十分な知識を有しておらず、
村長は給与条例主義に配意することが容易な状況にはなかった旨が主張されている。
33	 判時2189号（2013年）29頁、判タ1403号（2014年）123頁。判例評釈として、久末弥生「判批」判自378号（2014
年）27頁、和田武士「判批」自研93巻９号（2017年）124頁がある。
34	 判時2211号（2014年）16頁、判タ1405号（2014年）152頁。判例評釈として、田中健司「判解」『平成25年行政関係
判例解説』（ぎょうせい・2015年）54頁、朝田とも子「判批」法セミ711号（2014年）133頁、戸部真澄「判批」速
報判例解説Vol.14（2013年）61頁がある。
35	 控訴審判決に対して上告及び上告受理申立てがなされたが、上告棄却兼上告不受理決定（最一小決平成26年４月24
日）により確定している。
岡山行政法実務研究会
－71－
結論が左右している。本事件では最高裁の提示した判断枠組みの不安定さが露呈しており、客観的
な審査基準にはなり得ていないことが顕著に示されているのではないかと思われる。
考慮要素 第一審（東京地判平成25年１月23日） 控訴審（東京高判平成25年８月８日）
財務会計行為等の 
性質、内容、原因、 
経緯及び影響
・給与条例主義は、普通地方公共団体の組
織の構成における原則として最も基礎的
なもので、当然に配意すべき。
・非常勤職員に対しては支給することの
できない手当が含まれ、その額は全支給額
の約40パーセントに及んでいた。
・一般会計予算約29億円、歳入中の村税額
２億4,000万円弱あることからすると、750
万円余りの手当分は村の財政に及ぼす影
響は否定することはできない程度のもの。
・人件費の削減等を目的としてた勧奨退
職制度の適用であって、自らの不法な利得
を図る目的ではなかった。
・諸手当の支給は違法ではあるが、村の行
財政改革の一環である勧奨退職に応じさ
せ、人件費全体を削減するのには必要かつ
有益な措置。
・諸手当の割合は一般会計予算29億円の
約0.13％にとどまり、また、村の人件費約
５億4,436万円うち割合は約0.7％にとどま
り、財政全体の中では、大きな影響を及ぼ
すほどではなかった。
・条例に定められていない諸手当の支給
という、いわば「形式的な不備」であり、
「実質的な違法」ではない。
・村の行財政改革に水を差す結果になり
かねない事態が生ずるおそれ。
その帰責性 ・地方公務員制度の根幹を成す事柄であ
るので、村長の過失の程度は、決して小さ
なものとはいい難い。
・法の不知により給与条例主義に反する
至ったことには責任者である村長に過失
があるが、村長は従前の取扱いを踏襲した
にすぎず、個人的な過失ではなく、村とし
ての組織的な責任。
議決の趣旨及び経緯
（「本件に対する司法
判断がいかなるもの
であったとしても」
という提案理由の表
現をめぐって）
・先行訴訟の控訴審判決とは異なる事実
関係に係る認識及びこれを前提とする評
価に立脚するもの。
・先行訴訟の事実認定等を不服とする表
現。
・本件表現は、司法判断とは別の、村議会
の政治的判断。
・不当な利益ではなかったこと、行財政改
革の功績の大きさ、行政の萎縮や行政サー
ビス低下の懸念など、村に及ぼす利害得失
を総合的に勘案した上で債権放棄の提案
がなされたもの。
債権の放棄又は
行使の影響
・個人に著しく重い負担を負わせること
で職務遂行に萎縮的な影響を及ぼす状況
を回避することに資する面や、不当な目的
で賠償責任を免れさせたといった事情の
存在は認め難いことを考慮しても、（債権
の放棄に関して）十分に合理的な理由があ
ったとはいい難い。
・行政に混乱が生じたり、勧奨退職に応じ
る者がいなくなるなど、行財政改革の推進
にも水を差す結果になりかねない。
・本件嘱託員はこれに見合う職務を実際
に担当しているし、村長が何らかの経済的
利益を得たわけでもないから、債権放棄に
よって実質的に不当な経済的利益が生じ
ることはない。
・債権を行使した場合と、放棄した場合と
を総合的に比較して検討すると、大きな悪
影響を及ぼすものではない。
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住民訴訟の係属の 
有無及び経緯
・先行訴訟の控訴審判決がその後に確定
し、本件議決についてはその基礎とされた
重要な事実に誤認があり、重要な事実の基
礎を欠くこととなった。
・住民訴訟制度における財務会計行為等
の審査を回避して制度の機能を否定する
目的でされたなど、住民訴訟制度の趣旨を
没却する濫用的なものではない。
・行財政改革を理解している議会として、
利害得失を総合考慮した結果、損害賠償権
を放棄することが最も適切な方法と判断
したもの。
・コンプライアンス徹底の各種措置が講
じられたことは、先行訴訟の控訴審判決を
軽視していたわけではない。
・住民訴訟制度の趣旨を没却させること
を意図したものではない。
事後の状況
その他諸般の事情
・行政改革には一定の成果がみられ、本件
内規に関する問題点を解消すべく条例の
改正がされた等、先行訴訟の提起後にコン
プライアンス徹底に係る各種措置が講じ
られた。
・先行訴訟が提起された後、内規を改めて
手当に関する条例を制定するなど、先行訴
訟の控訴審判決を真摯に受け止め、是正措
置等を講じてきている。
結論 適法性の要素となる考慮要素を総合的に
勘案したとしても、議決は違法であり､本
件債権の放棄は無効。
議決は適法かつ有効である上、村長による
意思表示もなされているので、本件債権は
放棄により既に消滅している。
６　おわりに
　第31次地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に
関する答申（以下、「答申」という。）」（平成28年３月16日）及び「住民訴訟制度等の見直しに関す
る懇談会とりまとめ」（平成29年１月27日公表）を経て、「地方自治法等の一部を改正する法律案」	
が第193回通常国会へ提出、可決され、平成29年６月９日に公布された。これにより「長等の損害賠
償責任の一部免責」の規定が創設され、すなわち、条例において長や職員等の地方公共団体に対す
る損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償責任額
を限定してそれ以上の額の免責する旨を定めることを可能とするとともに、議会は住民監査請求が
あった後に、当該請求に関する損害賠償請求権の放棄議決をしようとするときはあらかじめ監査委
員から意見を聴取しなければならないこととなった。しかしながら、他方で、第31次地方制度調査
会答申にあった「４号請求の対象となる損害賠償請求権の訴訟係属中の放棄を禁止すること」の制
度化はされなかった。このことは、放棄議決に関する争いが生じた場合には、平成24年最高裁判例
の判断枠組みに沿った司法審査がなされるとともに、議会・行政実務においても放棄議決をしよう
とする際には最高裁の判断枠組みが示した考慮要素に基づいて慎重な審議がなされることを意味す
るものである。平成24年最高裁判例の判断枠組みは、いまなお法的意義を有するとともに、適用の
あり方を今後も検討していく必要があるだろう。
